
区分 議案等の名称

報告第10号
専決処分の報告について
（損害賠償額の決定・和解に関
する専決処分）

報告第11号
専決処分の報告について
（損害賠償額の決定・和解に関
する専決処分）

内　容

施行日

適　用
区　分

内　容

横手市議会　平成24年第2回4月臨時会提出案件

承認第2号

専決処分の承認を求めることに
ついて
（横手市市税賦課徴収条例の一
部を改正する条例）

除雪車による物損事故の損害賠償

概要説明

公用車による物損事故の損害賠償

　地方税法及び国有資産等所在市町村交付金の一部を改正す
る法律（平成24年法律第17号）、地方税法施行令の一部を改
正する政令（平成24年政令第109号）及び地方税法施行規則
の一部を改正する省令（平成24年総務省令第28号）に基づ
き、横手市市税賦課徴収条例の一部改正を3月31日に専決処
分したことの報告及び承認を求めるもの。

（個人市民税）
(1)公的年金等以外の所得を有しなかった者が、寡
婦（寡夫）控除を受けようとする場合の申告書の
提出を不要とする。
(2)東日本大震災により居住用家屋が滅失した場合
に、その居住用家屋の敷地に係る譲渡の特例を受
けられる期限を東日本大震災があった日から同日
以後7年（現行3年）を経過する日の属する年の12
月31日までの間に延長する。
(3)東日本大震災により居住の用に供することがで
きなくなった従前の家屋と、新規に取得等をした
居住の用に供する家屋に係る住宅借入金等特別税
額控除の適用を重複して受けた場合、控除すべき
額を個人の市民税の所得割の額から控除する。

(1)平成26年1月1日
(2)及び(3)平成24年4月1日

(1)平成26年度以後の個人の市民税に適用し、平成
25年度分までの個人の市民税については、従前の
例による。
(3)平成24年度以後の個人の市民税に適用し、平成
23年度分までの個人の市民税については、従前の
例による。

（固定資産税）
(1)土地負担調整措置の現行の仕組みを平成26年度
まで３年間延長するものの、住宅用地に係る据置
特例を平成24年度から２年間の経過的措置を設け
たうえで、平成26年度に廃止する。
(2)新築住宅に係る固定資産税の減額措置を平成25
年度まで２年間延長する。
(3)地域決定型地方税制特例措置導入に伴い、公共
下水道を使用する者が設置する除害施設、並びに
特定都市河川流域内において雨水浸透阻害行為を
行う者が取得した雨水貯留浸透施設に課税標準額
の特例措置を設ける。
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区分 議案等の名称 概要説明

施行日

適　用
区　分

内　容

施行日

適　用
区　分

承認第4号

専決処分の承認を求めることに
ついて
（平成23年度横手市一般会計補
正予算(第12号)）

承認第5号

専決処分の承認を求めることに
ついて
（平成23年度横手市病院事業会
計補正予算(第3号)）

承認第6号

専決処分の承認を求めることに
ついて
（平成23年度横手市一般会計補
正予算(第13号)）

承認第7号

専決処分の承認を求めることに
ついて
（平成23年度横手市土地区画整
理事業特別会計補正予算(第4
号)）

承認第3号

専決処分の承認を求めることに
ついて
（横手市国民健康保険税条例の
一部を改正する条例）

各交付金関係の決定額確定や補助・起債事業の額確定による
所要の財源補正の必要により、3月30日に専決処分したこと
の報告及び承認を求めるもの

財源振替による所要の財源補正の必要により、3月30日に専
決処分したことの報告及び承認を求めるもの

(1)住宅用地に係る据置特例の廃止に伴う経過的措
置は、課税標準額の上限を平成24年度及び平成25
年度において8/10から9/10に引き上げるものとす
る。
(2)平成24年3月31日まで新築されたものに適用さ
れていた認定長期優良住宅等における減額措置を
平成26年3月31日まで新築された住宅に延長適用す
ることとする。
(3)除害施設に対する課税標準額を本来の課税標準
額の3/4とし、同じく雨水貯留浸透施設に対する課
税標準額を本来の課税標準額の2/3とする。

「地方税法の一部を改正する法律」（平成23年法律第120
号）が平成２３年１２月１４日に公布されたことに伴い、ま
た、地方税法及び国有資産等所在市町村交付金法の一部を改
正する法律（平成２４年法律第１７号）、地方税法施行令の
一部を改正する政令（平成２４年政令第１０９号）及び地方
税法施行規則の一部を改正する省令（平成２４年総務省令第
２８号）が平成２４年３月３１日に公布されたことに伴い、
横手市国民健康保険税条例の一部改正を3月31日に専決処分
したことの報告及び承認を求めるもの。

東日本大震災により居住用家屋が滅失した場合
に、その居住用家屋の敷地に係る譲渡の特例を受
けられる期限を東日本大震災があった日から同日
以後７年（現行３年）を経過する日の属する年の
12月31日までの間に延長する。

平成24年4月1日

平成24年度以後の年度分の保険税に適用し、平成
23年度分までの保険税は従前の例による。

収益的支出組替及び資本的収入補正の必要により、3月26日
に専決処分したことの報告及び承認を求めるもの

平成24年4月1日

子ども手当の制度未確定により繰越明許費の設定の必要によ
り、3月26日に専決処分したことの報告及び承認を求めるも
の

2 



区分 議案等の名称 概要説明

承認第8号

専決処分の承認を求めることに
ついて
（平成23年度横手市集落排水事
業特別会計補正予算(第4号)）

承認第9号

専決処分の承認を求めることに
ついて
（平成23年度横手市浄化槽市町
村整備推進事業特別会計補正予
算(第3号)）

承認第10号

専決処分の承認を求めることに
ついて
（平成23年度横手市水道事業会
計補正予算(第6号)）

収益的収入及び資本的収入補正の必要により、3月30日に専
決処分したことの報告及び承認を求めるもの

事業費確定による減額及び所要の財源補正の必要により、3
月30日に専決処分したことの報告及び承認を求めるもの

事業費確定による減額及び所要の財源補正の必要により、3
月30日に専決処分したことの報告及び承認を求めるもの
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